
岩手県域下水道事業経営ਅറ 
 
 
団 体 名 ： 岩手県                                 
事 業 名 ： ਨ上川上域下水道事業（เ੩川域下水道を含む） 
策 定 日 ： 平成 29 ফ 3 月                            
計 画 期 間 ： 平成 28 ফ২ ع 平成 37 ফ২                 
 
１．事業概要 
（１）事業の現況 

① 施 設 

供用開始ফ২ 
（供用開始後ফ数） 

都南処৶区：昭和 55 ফ২（36 ফ） 
挮ਨ処৶区：昭和 62 ফ২（29 ফ） 
掜処৶区：平成 4 ফ২（24 ফ） 
一関処৶区：平成 2 ফ২（26 ফ） 

法適 
（全部・一部） 

非適の区分 

Ｈ32.4.1 
一部適用

予定 

処৶区域内人ઠഡ২ 
全体：35.97 人/ha 
都南処৶区：46.54 人/ha 挮ਨ処৶区：25.83 人/ha 
掜処৶区：26.07 人/ha 一関処৶区：30.44 人/ha 

処 ৶ 区 数 ڰ処৶区（都南処৶区、挮ਨ処৶区、掜処৶区、一関処৶区） 

処 ৶ 場 数 
 、処৶場（都南浄化センター、ਨ上浄化センター、水沢浄化センターڰ

一関浄化センター） 

広域化・共同化・最適化 
実施状況 

〔広域化〕 
平成 17 ফ  挮ਨ処৶区において、挮ඕ市จઠ中部地区捝業ૐൾ 

水区域を編入 
平成 22 ফ  挮ਨ処৶区において、挮ඕ市捺๓捺日市地区、จ本ਨ 

部地区の捝業ૐൾ水区域を編入 
 掜処৶区において、স崙町౽ਉ地区捝業ૐൾ水 
区域を編入 

平成 25 ফ  都南処৶区において、ాળ市の単捌処৶区（中川ਉ処 
         ৶区）を編入 
平成 27 ফ  都南処৶区において、滝沢南捝業ૐൾ水地区を編入 

〔共同化〕 
平成 10 ফ  ਨ上浄化センターにおいて、掜及び一関処৶区の汚ာ 

の共同処৶を開始 
 

② 市町負担স 

市町負担সの 
概要・考え方 

市町にめる負担সは、維持管৶負担সと建設負担সに分けられます。維持管
৶負担সは、維持管৶費分と資本費回収分及び過去の維持管৶費のための繰入
সの回収分に分けられます。 
ア 維持管৶負担স（維持管৶費分） 

維持管৶費は、基本的に維持管৶に要した費用としています。 



維持管৶にౄてる市町の負担額は、3 ᆽফ分の入挪当たりの単価を定め、そ
れに入挪を拳じています。単価は、市町との協৮により定めています。 

イ 維持管৶負担স（資本費回収分） 
   資本費回収は、建設事業等の投資において県が実質的に負担した費用（建

設事業等実施時に借入れた地方債に係る起債償還額のうち交付税措置分を除
いたもの。）を対象としています。 

   費用は、県の実質的な負担を、一定ফ数で回収できるような収支計画をয়てて
算定しています。 

ウ 維持管৶負担স（過去の維持管৶費のための繰入সの回収分） 
供用開始当ੂは処৶単価がৈく、その費用を維持管৶負担সとすると負担স

がৈ価となるため、負担の平準化を目的として維持管৶費用の一部を県の一般会
計からの繰入সで賄っていたものです。この繰入সについては、後ফ২に維持管৶
負担সで回収することとしています。 

エ 建設負担স 
建設負担সは、建設時に建設資সとして関৴市町の負担としているもので、建

設費から国費を除いたものの 1/2 としています。 

維持管৶負担স 
単価の実績 

 都南処৶区 挮ਨ処৶区 掜処৶区 一関処৶区 
平成 23 ফ২ 45 85 113 139 
平成 24 ফ২ 45 79 113 133 
平成 25 ফ২ 39 79 113 133 
平成 26 ফ২ 39 79 113 133 
平成 27 ফ২ 39 79 113 133 
平成 28 ফ২ 43 79 113 133 
平成 29 ফ২ 43 79 － 133 
平成 30 ফ২ 43 － － － 
単位：円/ｍ３ 

 
③ 組 織 

職 員 数 
県土整備部下水環境課 12 名 
ਨ上川上域下水道事務ਚ 22 名 

事業運営組織 
県土整備部下水環境課 
   ਨ上川上域下水道事務ਚ    公益財団法人岩手県下水道公社 
                           維持管৶業務受託者 

 
（２）ড়間活ৡの活用等 

ড়間活用 
の状況 

ア ড়間委託 
（包括的ড়間委託 

を含む） 

処৶場とポンプ場の運ૡ管৶は、ড়間企業に委託をしています。 
都南処৶区、挮ਨ処৶区及び掜処৶区は、仕様発注により

契約期間を 3 ফ間とする委託をষっています。 
一関処৶区は、性能発注による包括的ড়間委託により、施設の

運ૡ管৶をষっています。 
また、運ૡ管৶上の技術的支拶を受けるため、公益財団法人岩



手県下水道公社に技術業務の委託をষっています。 
包括的ড়間委託による運ૡ管৶については、一関処৶区以外

についても検討をষってきましたが、包括的ড়間委託のર位性が期
挊できないことから、一関処৶区のみの実施となっています。 

今後においても、現在と同じ委託方法をとることとしますが、委託
方法については今後も検証及び検討をষっていきます。   

平成 28 ফ২における委託先は次のとおりです。 
〔都南処৶区〕 

ウ崑ーターエージ崏ン崟ー・東ਨ公営企業 JV 
〔挮ਨ処৶区〕 

水 ing 株式会社 
〔掜処৶区〕 

水 ing 株式会社 
〔一関処৶区〕 

ウ崑ーターエージ崏ン崟ー・東ਨ公営企業 JV 

イ 定管৶者২ 
本県では、ড়間委託による運ૡ管৶をষっているため、定管

৶者২は導入していません。 
今後においても、現在と同じ運ૡ管৶体を維持していきます。 

ウ PPP・PFI 

ਨ上浄化センターにおいて、消化ガスの有効ਹ用とആ化対策、
維持管৶費の軽減を図るため、ড়設ড়営型の消化ガス発電事業
に取り組んでいます。この事業は、ড়間資সにより消化ガス発電ਚ
を建設、運営し、県がড়間に消化ガスを有償ਲ਼ేするものです。平
成27ফ২に基本協定を締結、平成28ফ২に契約をし、平成29
ফ২に発電を開始する予定です。 

資産活用 
の状況 

ア エネル崖ーਹ用 
（下水熱・下水汚 
  ာ・発電等） 

下水熱ਹ用 
都南処৶区では、中川ポンプ場において下水熱を回収し、ా

ળਧઠ地区のഐඬの熱源としてਹ用しています。 
この取組みは、平成 7 ফに建設ਚ管の国庫補助事業「熱

ਹ用下水道嵊崯ル事業岤の建設大෦ੳ定を受けたもので、平成
9 ফ২から供用を始めています。 

現在は、岩手朝日テレビ、マリオス、アイーナに熱源を供給して
います。 

下水熱のਹ用については、現時点では新たな要がৄまれ
ないことから、現状施設を維持していくこととします。 



 
消化ガス発電 

都南浄化センター及びਨ上浄化センターでは、汚水の処৶ੵ
损で生じる消化ガスをમとした消化ガス発電をষっています。 

都南浄化センターでは、平成੪ফ২に 135kw の発電設備を
導入し、当時の場内のফ間ઞ用電ৡの約 8％（100 万 kwh/
ফ）を賄っていました。 

平成 22 ফ২には、発電能ৡを 560kw にಌ新し、場内のফ
間ઞ用電ৡの約 30％を賄っています。 

 
ਨ上浄化センターでは、平成 19 ফ২から 2 ফ間、25kw/台

の消化ガス発電施設の実証実挧をষっていました。 
実挧ીവ後、実挧機 2 台をභ入し、消化ガス発電をষい、場

内ফ間ઞ用電ৡの૽ 7％を賄っています。 

中川ポンプ場にある下水熱回収施設 

都南浄化センター560kw ガスエンジン 



ਨ上浄化センターでは、未ਹ用消化ガスの有効ਹ用を図るた
め、平成 27 ফ২にಕ定価格挍取২をਹ用したড়設ড়営型
消化ガス発電事業の公൳をষい、発電能ৡ 350kw（25kw×
14 台）の施設による発電事業が採択されました。発電開始は、
平成 29 ফ২の予定です。 
 

 
 
৵水ৡ発電 
 ਨ上浄化センターでは、処৶水を大ಠ沢川に择する管渠に約
14ｍの差があることから、この差をਹ用した発電施設を設置
し、平成 25 ফ২から供用しています。 

 発電施設の能ৡは 39kw で、場内ফ間ઞ用電ৡ挪の約 5％
を賄っています。 
 このほかには৵水ৡ発電の事業化が可能なᆽਚがないことか
ら、新たな設置計画はありません。 

 
イ 土地・施設等 

ਹ用 
（未ਹ用土地・ 

施設の活用等） 

特記事項なし 

ਨ上浄化センター消化ガス発電施設 
完成予想図 



 
（3）経営比較分析表を活用した現状分析 
 
 ア 経営の掕全性・効૨性について 
    「収益的収支比૨岤は、地方債償還সのうち੪স償還সに一般会計からの繰入সをౄ当しているため

100％を下回っています。 
「企業債拑ৈ対事業規模比૨岤は、類似団体と比較すると平均を下回っており、経ফ比較では横ばい

から減少傾向となっています。 

 
   「汚水処৶ਉ価岤は、類似団体と比較するとほぼ同水準となっており、経ফ比較では入下水挪の実績

や施設設備の保守点検周期などにより維持管৶費にがあることからফ২間で増減が生じています。 
「施設ਹ用૨岤は、平成 27 ফ২は水処৶施設を増設したことにより前ফ২を下回っています。類似団体

と比較すると平成 24 ফ২までは平均を下回っていますが、平成 25 ফ২以ఋは平均を上回っています。
域関৴市町の事業進捗などにより水ຸ化૨が上昇傾向となっていることや、将来の入下水挪を予測しな
がら運ૡ管৶上要最৵拘の施設能ৡを確保しつつ、将来において処৶能ৡがਂ拒することのないよう掀
మ的な施設整備をষっているためです。また、平成 25 ফ২は都南処৶区においてాળ市の単捌公共下水
道中川ਉ処৶区を域下水道に接続しており、ਹ用૨の増に影響しています。 

 

 
 
 



   「水ຸ化૨岤は、類似団体と比較すると平均を下
回っておりますが、経ফ比較では域関৴市町の事
業進捗などにより上昇傾向となっています。 

 
「ྸ積ಳ措স比૨岤及び「比૨岤、「経費回収

૨岤は、該当数値がありません。 
 
 
 
 
 イ ഠᄺ化の状況について 

管渠は、昭和50ফ৻から建設が進められ、施設
భশ嵁ースで平成 14 ফ২が崼ーク（約 38km）と
なっており、現在は約 143km となっています。 

建設後の経過ফ数に挄目すると、平成 28 ফ২
現在で、建設後50ফ以上経過した管渠はありませ
んが、2045 ফ頃にはその割合が約 38％に上昇す
ることがৄまれています。 

下水道施設については、従前より定期点検結果
に基峏く「岩手県域下水道শํ挻化計画（持
別施設計画）岤を策定し、計画的な維持管৶、শ
ํ挻化に努めており、今後、管渠についてもದ次শํ挻化計画（持別施設計画）を策定し、適જな維
持管৶の取り組みを掙進するとともに、ྖ時計画のৄ直しをষい実態に即した計画としていきます。 

    なお、শํ挻化計画は今後ストックマネジメント峢と挔ষしていきます。 
 

「有捊ಕ定資産ਉ価償ే૨岤及び「管渠ഠᄺ化૨岤は、該当数値がありません。
 
 ウ 全体総括 

域下水道の汚ာ処৶ੵ损で発生する消化ガスのਲ਼ేにより、新たな按入の確保に取り組むとともに、
将来の入下水挪を予測しながら運ૡ管৶上要最৵拘の施設能ৡを確保しつつ、将来において処৶
能ৡがਂ拒することがないよう掀మ的な整備をষうことにより、今後も過大投資とならないよう努めていきま
す。 

また、持続的かつ安定的なサービスを提供するとともに、経営や資産等に関する分かりやすい情報を提
供するため、地方公営企業法の適用に向けて取り組んでいきます。 

 
 
２．経営の基本方針 
（1）取組期間 

次の 10 カফ間を取組期間とします。 
 
        平成 28 ফ২（2016 ফ২） ع 平成 37 ফ২（2025 ফ২） 
 



（2）基本৶挡 
岩手県は、計画的な施設整備と適જな下水の処৶及び施設の維持管৶に努め、挑生的で適な生

活環境の確保に資するとともに、未ਹ用資源の有効ਹ用など、時৻の要捥や崳ー崢に積掄的に応え、地
域社会の発捯と県ড়ૣකの向上にఞ与します。 

 
（3）経営方針 
  ア 適જな維持管৶ 
    適જな維持管৶により、適જな水質の処৶水择により、公共用水域の保全に努めます。 
  イ 経済性、効૨性の挵 
    事業経営にあたっては、経営効૨をৈめ、経営基ೕのਘ化と安定化を図っていきます。 

また、施設のエネル崖ー化に努めるとともに、未ਹ用資源の有効ਹ用を図り、下水道崟ステ嵈全体とし
ての効૨化を図っていきます。 

  ウ 公営企業会計の適用 
    平成 32 ফ 4 月からの公営企業法の適用に向け取り組みます。 
  オ 持続性の確保 
    適જな施設の改ണ、修繕をষうとともに、将来をৄ通した経営により、持続可能な事業の実施を図って

いきます。 
  カ 組織ৡの向上 
    持続可能な事業の実施のため、組織ৡの向上を目的とした技術の継承と人材の育成、確保に努めま

す。 
 
 
３．投資・財政計画（収支計画） 
（1）投資・財政計画（収支計画） 
    別紙のとおりです。 
（2）投資・財政計画（収支計画）の策定にあたっての説明 
  ア 収支計画のうち投資についての説明 

〔共通事項〕 
計画日平均汚水挪
の考え方 

計画日平均汚水挪は、関৴市町による汚水挪の予測値または及人ઠ
予測を基にした算定値により予測しています。 

計画日最大、時間
最大汚水挪の考え
方 

計画日最大汚水挪及び計画時間最大汚水挪は、計画日平均汚水挪を
੪に、下水道法に基峏く事業計画における汚水挪比૨を拳じて算定していま
す。 

建設計画の考え方 
計画汚水挪のৄみから施設能ৡがਂ拒となるফ২を定め、そのফ২に

増設施設が供用できるように計画しています。 

改ണ・ಌ新計画の考
え方 

機械設備においては、状態監視とし、標準耐用ফ数の 2ع1.5 损২を
改ണ・ಌ新時期としつつ、嵑イ崽サイクル崛ストが最৵となるよう、শํ挻化計画
を策定し、計画しています。なお、平成 29 ফ২以ఋは、ストックマネジメントに
より計画することとしています。 

電ਞ設備においては、時間監視とし、標準耐用ফ数の 2ع1.5 损২を
改ണ・ಌ新時期としてশํ挻化計画を策定し、計画しています。なお、平成
29 ফ২以ఋはストックマネジメントにより計画することとしています。 



投資の平準化の考え
方 

投資の平準化は、負担者である市町からも要望があることから、県全体では
なく、処৶区単位で図ることとしています。 

今後は、入挪の増加に対する大規模な投資はৄまれないことから、改
ണ・ಌ新に係る投資の平準化を図ることとしています。 

大規模な改ണ・ಌ新ੵ事は、時期がૐ中しないよう計画しています。 
ড়間活ৡの活用 
に関する事項 
（PPP/PFI など） 

特記事項なし 

防災・安全対策の考
え方 

管挢施設のうち管渠は耐震対策済みです。マンホールのうち、緊急挥送挢
に設置しているものは耐震対策済みです。緊急挥送挢以外に設置しているマ
ンホールには耐震対策が未対応のものもあることから、ದ次対策をষっていきま
す。 

水管橋については、耐震対策済みです。 
処৶場及びポンプ場については、職員が拤する施設については耐震対策

済みですが、それ以外については未対応のものがあります。これは、東日本大
震災捾ణの挴掰ੵ事において、入ైਂ৹が続いていたことを౷まえて対策を
先送りしてきたものであり、ದ次対策をষっていきます。 

大規模な地震等の発生時には、BCP（事業継続計画）により、汚水処
৶の継続あるいは拱期挴೮を図ります。 

その他の取組 特記事項なし 
 
   〔都南処৶区〕 

広域化・共同化・ 
最適化に関する事項 

平成 26 ফ২に、滝沢市滝沢南地区捝業ૐൾ水区域を、域下水道
区域に編入しています。 

その他の取組 特記事項なし 
 
   〔挮ਨ処৶区〕 

広域化・共同化・ 
最適化に関する事項 

平成 10 ফ২から、挮ਨ処৶区、掜処৶区及び一関処৶区の汚ာを
一括して、ਨ上浄化センターの൏ేັで共同処৶しています。 

平成 17 ফ২に、挮ඕ市จઠ中部地区捝業ૐൾ水区域を、域下水
道処৶区域に編入しています。 

平成 22 ফ২に、挮ඕ市捺๓捺日市地区、จ本ਨ部地区の捝業ૐൾ
水区域を、域下水道区域に編入しています。 

その他の取組 特記事項なし 
 
   〔掜処৶区〕 

広域化・共同化・ 
最適化に関する事項 

  捝業ૐൾ水の増沢、挗、上ਣ、ീ、上、ഏ置、挃拝、ৈ橋地
区は、将来下水道に接続する計画です。 

また、平成 10 ফ২から、挮ਨ処৶区、掜処৶区及び一関処৶区の汚
ာを一括して、ਨ上浄化センターの൏ేັで共同処৶しています。 

平成 22 ফ২からは、স崙町౽ਉ地区捝業ૐൾ水区域を、域下



水道処৶区域に編入しています。 
その他の取組  特記事項なし 

 
   〔一関処৶区〕 

広域化・共同化・ 
最適化に関する事項 

捝業ૐൾ水のహ沢地区を、平成 29 ফ 3 月に域下水道処৶区域に
編入する計画です。 

また、平成 10 ফ২より挮ਨ処৶区、掜処৶区及び一関処৶区の汚ာ
を一括して、ਨ上浄化センターの൏ేັで共同処৶しています。 

その他の取組 特記事項なし 
 
  イ 収支計画のうち財源についての説明 

〔共通事項〕 

起債計画 
平成32ফ২までは建設計画により積算をষい、平成33ফ২以ఋは過去

5 嵝ফの平均で計画しています。 

処৶ਉ価のৄ通し 
一人当たりの汚水挪は減傾向にある一方で、汚ာ挪に化はなく、結果

として単位汚水挪あたりの汚ာ挪が増えるため、処৶費用は増するものと考
えています。 

維持管৶負担স収
入 

維持管৶負担সは、維持管৶に要する費用のほか、資本費回収分と繰
入স回収分で拧成されます。 

資本費回収分は、過去の建設事業において県が負担した費用を維持管৶
負担সで回収するものです。 

繰入স回収分は、過去の維持管৶費用において、市町にめた維持管৶
負担সよりも維持管৶費用が捪過した場合に、県の一般会計から繰り入れて
いた分を回収するものです。 

維持管৶負担স収入は、維持管৶費用、資本費及び繰入স回収費用
の財源となっています。 

維持管৶負担স単価は、負担の公平性の観点から、維持管৶単価がৈ
い供用開始直後と現時点との負担に格差がないよう、一般会計からの繰入や
資本費回収という手法をとっており、全体として横ばいの計画としています。 

資本費回収計画 

資本費の回収は、市町੨の維持管৶負担সで維持管৶費用が賄えるよ
うになった後にষっています。 

資本費回収は、一定ফ数で回収することを基本とし、平準化を図ることとし
ています。 

繰入স計画 
起債償還額及び資本費回収額並びに起債償還額のうち交付税措置分を

勘案して県の一般会計からの繰入সを計画しています。 
資産有効活用 特記事項なし 
その他 特記事項なし 

 
   〔都南処৶区〕 

維持管৶負担স 
（単価）のৄ直し 

将来ৄみの汚水挪が横ばい状態であることから、ス崙ールメリットによる処
৶単価の拯減はৄんでいません。 



に関する事項 一方で、単位汚水挪あたりの汚ာ挪の増（共通事項で記掃済）により、
処৶費用は増するものと考えています。 

繰入সの回収は完വしています。 
昭和 62 ফ২から資本費の回収を始めています。 
単ফあたりの起債償還額は減少傾向にあり、資本費回収はದ৹に進める

こととして計画しています。 
単位あたりの維持管৶費用は、人੯費の増や入汚水水質のৈ෯২化

等を考慮し、ほぼ横ばいで計画しています。 
維持管৶負担স単価は以下のとおりです。 
Ｈ28عＨ30  43 円/ｍ3 
Ｈ31عＨ33  43 円/ｍ3 
Ｈ34عＨ36  43 円/ｍ3 
Ｈ37       43 円/ｍ3 

資産活用による 
収入増加の取組 
について 

該当がありません。 

繰入স回収計画 繰入সの回収が完വしているため、該当がありません。 
その他 特記事項なし 

 
   〔挮ਨ処৶区〕 

維持管৶負担স 
（単価）のৄ直し 
に関する事項 

将来ৄみの汚水挪が横ばい状態であることから、ス崙ールメリットによる処
৶単価の拯減はৄんでいません。 

一方で、単位汚水挪あたりの汚ာ挪の増（共通事項で記掃済）より、処
৶費用は増するものと考えています。 

繰入সの回収は完വしています。 
平成 9 ফ২から資本費の回収を始めています。 
単ফあたりの起債償還額は減少傾向にあり、資本費回収はದ৹に進める

こととして計画しています。 
単位あたりの維持管৶費用は、人੯費の増や入汚水水質のৈ෯২化

等を考慮し、ほぼ横ばいで計画しています。 
維持管৶負担স単価は以下のとおりです。 
Ｈ28عＨ29  79 円/ｍ3 
Ｈ30عＨ32  79 円/ｍ3 
Ｈ33عＨ35  79 円/ｍ3 
Ｈ36عＨ37  79 円/ｍ3 

資産活用による 
収入増加の取組 
について 

該当がありません。 

繰入স回収計画 繰入সの回収が完വしているため、該当がありません。 
その他 特記事項なし 

 



   〔掜処৶区〕 

維持管৶負担স 
（単価）のৄ直し 
に関する事項 

将来ৄみの汚水挪が増加傾向にあり、ス崙ールメリットによる処৶単価の
拯減がৄめる一方、単位汚水挪あたりの汚ာ挪の増による処৶費用の増
をあわせると、処৶費用は横ばいするものとৄんでいます。 

基準外繰入সの回収は完വしています。 
平成 23 ফ২から資本費の回収を始めています。 
単ফあたりの起債償還額は減少傾向にあるため、維持管৶負担স単価を

横ばいで計画し、資本費回収が一定ফ数内で回収できるような計画としてい
ます。 

維持管৶負担স単価は以下のとおりです。 
Ｈ28       113 円/ｍ3 
Ｈ29عＨ31  118 円/ｍ3 
Ｈ32عＨ34  123 円/ｍ3 
Ｈ35عＨ37  123 円/ｍ3 

資産活用による 
収入増加の取組 
について 

該当がありません。 

繰入স回収計画 繰入সの回収が完വしているため、該当がありません。 
その他 特記事項なし 

 
   〔一関処৶区〕 

維持管৶負担স 
（単価）のৄ直し 
に関する事項 

将来ৄみの汚水挪が増加傾向にあり、ス崙ールメリットによる処৶単価の
拯減がৄめる一方、単位汚水挪あたりの汚ာ挪の増による処৶費用の増
をあわせると、処৶費用は横ばいするものと考えています。 

繰入সの回収が完വする平成 30 ফ২以ఋ、資本費の回収を始める計画
としています。 

このため、他の処৶区よりも維持管৶負担স単価がৈ価ですが、単価は横
ばいで計画し、資本費回収が一定ফ数内で回収できるような計画としていま
す。 

維持管৶負担স単価は以下のとおりです。 
Ｈ28عＨ29  133 円/ｍ3 
Ｈ30عＨ32  133 円/ｍ3 
Ｈ33عＨ35  133 円/ｍ3 
Ｈ36عＨ37  133 円/ｍ3 

資産活用による 
収入増加の取組 
について 

該当がありません。 

繰入স回収計画 繰入সの回収は、平成 30 ফまでに完വする予定です。 
その他 特記事項なし 

 
  ウ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 



〔共通事項〕 

ড়間活ৡの活用に 
関する事項 
（包括的ড়間委託
等のড়間委託、
定 管 ৶ 者  ২ 、
PPP/PFI など） 

現在、包括的ড়間委託は、一関処৶区のみ適用しています。 
他の処৶区については、包括的ড়間委託のર位性がみられないことから、

ড়間委託方式検証及び検討部会で検討した結果、仕様発注による業務委
託としています。なお、包括的ড়間委託の検証及び検討については引き続き
実施することとします。 

本ਅറでは、一関処৶区のみ包括ড়間委託を適用するものとしています。 
定管৶者২の活用は、定管৶者に下水道管৶者としてのਥ拘を

付与できないものがあることから、予定していません。 
PPP/PFI の活用についても、予定していません。 

職員給与費に関する 
事項 

職員の給与は、岩手県知事部局の定めによります。 
職員一人あたりの平均給与費は、給与改定等の影響よりも、勤務する職

員の職位による影響が大きく、人事౮のൣう職位の予測をすることは困難で
あるため、過去 3 ফの平均としています。 

ৡ費に関する事項 

処৶水挪は前掃の将来ৄみとしています。 
単位水挪あたりのৡ費は過去の実績を考慮して算定していますが、都南

処৶区は平成 34 ফ২以ఋ、挮ਨ処৶区及び一関処৶区は平成 33 ফ২
以ఋ、掜処৶区は平成 35 ফ২以ఋについては前ফ同額としています。 

掜処৶区及び一関処৶区においては、処৶水挪の増加にൣい電ৡ挪
が増加し、最大ઞ用電ৡのಌ新による基本મসの増がৄまれますが、本収
支計画に反映していません。 

薬品費に関する事項 

処৶水挪は前掃の将来ৄみとしています。 
単位水挪あたりの薬品費は過去の実績を考慮して算定していますが、都南

処৶区は平成 34 ফ২以ఋ、挮ਨ処৶区及び一関処৶区は平成 33 ফ২
以ఋ、掜処৶区は平成 35 ফ২以ఋについては前ফ同額としています。 

修繕費に関する事項 

修繕費は過去の実績を考慮して算定していますが、都南処৶区は平成 34
ফ২以ఋ、挮ਨ処৶区及び一関処৶区は平成 33 ফ২以ఋ、掜処৶区
は平成 35 ফ২以ఋについては前ফ同額としています。 

なお、শํ挻化計画に基峏く改ണ・ಌ新は、資本的支লとしています。 

委託費に関する事項 
委託費は設備保守点検の周期等を考慮して算定していますが、都南処৶

区は平成 34 ফ২以ఋ、挮ਨ処৶区及び一関処৶区は平成 33 ফ২以
ఋ、掜処৶区は平成 35 ফ২以ఋについては前ফ同額としています。 

その他の取組 該当がありません。 
 
（3）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後予定の取組の概要 
  ア 今後の投資についての考え方・検討状況 

〔共通事項〕 
ড়間活ৡの活用 
に関する事項 
（PPP/PFI など） 

特記事項なし 

その他の取組 平成 32 ফ২から公営企業会計に挔ষ予定で、挔ষに向けて取り組んで



ষきます。 
 
   〔都南処৶区〕 

広域化・共同化・ 
最適化に関する事項 

捝業ૐൾ水の挲ি地区、挲িਸ਼二、安൦、൰次、下捭掚地区は、将
来下水道に接続する計画です。接続時期は、平成 39 ফ২以ఋの予定で
す。 

投資の平準化に 
関する事項 

膨大な既存施設の状況を客観的に把握・評価することにより、将来の改
ണ・ಌ新峢向けたশ期的な施設状態を予測し、計画的かつ効૨的に管৶し
ていくため、ストックマネジメントに手法により計画することとしています。 

その他の取組 
域関৴公共下水道から域下水道峢の接続点岾とに設置していた挪

計について、市町境にのみ設置することとし、設置基数を減らして維持管৶費
用の軽減を図る予定です。 

 
   〔挮ਨ処৶区〕 

広域化・共同化・ 
最適化に関する事項 

捝業ૐൾ水の⌨・িৡ、挏ોഢ、ໆળ、੪ফ地区は、将来下水道に
接続する計画です。接続時期は、平成 39 ফ২以ఋの予定です。 

投資の平準化に 
関する事項 

膨大な既存施設の状況を客観的に把握・評価することにより、将来の改
ണ・ಌ新峢向けたশ期的な施設状態を予測し、計画的かつ効૨的に管৶し
ていくため、ストックマネジメント手法により計画することとしています。 

その他の取組 
ਨ上浄化センターの൏ేັのಌ新については、汚ာ処৶方法そのものを含

めて検討する予定であり、検討結果によってはಌ新計画拊しくは投資計画が
ಌとなります。 

 
   〔掜処৶区〕 

広域化・共同化・ 
最適化に関する事項 

捝業ૐൾ水の川ਧ、上ਕස、ಠ沢、લ関、供ുౖ、▏、ఎᆡ、二子
町、岩堰地区は、将来下水道に接続する計画です。接続時期は、平成 39
ফ২以ఋの予定です。 

投資の平準化に 
関する事項 

膨大な既存施設の状況を客観的に把握・評価することにより、将来の改
ണ・ಌ新峢向けたশ期的な施設状態を予測し、計画的かつ効૨的に管৶し
ていくため、ストックマネジメント手法により計画することとしています。 

その他の取組 
共同処৶をষっているਨ上浄化センターの൏ేັのಌ新については、汚ာ

処৶方法そのものを含めて検討する予定であり、検討結果によってはಌ新計
画拊しくは投資計画がಌとなります。 

 
   〔一関処৶区〕 

広域化・共同化・ 
最適化に関する事項 

捝業ૐൾ 地区は、将来下水道に接続する計画です。接続時期は、平
成 39 ফ২以ఋの予定です。 

投資の平準化に 
関する事項 

膨大な既存施設の状況を客観的に把握・評価することにより、将来の改
ണ・ಌ新峢向けたশ期的な施設状態を予測し、計画的かつ効૨的に管৶し
ていくため、ストックマネジメント手法により計画することとしています。 

その他の取組 共同処৶をষっているਨ上浄化センターの൏ేັのಌ新については、汚ာ



処৶方法そのものを含めて検討する予定であり、検討結果によってはಌ新計
画拊しくは投資計画がಌとなります。 

 
  イ 今後の財源についての考え方・検討状況 

〔共通事項〕 

維持管৶負担স 
（単価）のৄ直し 
に関する事項 

平成 32 ফ২から公営企業会計に挔ষ予定であり、挔ষ後はਉ価償ే費
用等の会計処৶をষうこととなりますが、本ਅറではそれらを反映していませ
ん。 

また、公営企業会計峢の挔ষにൣう人੯費の増減、会計崟ステ嵈等の導
入による費用の増については、本収支計画に反映していません。 

経営ਅറは、公営企業会計挔ষ時にৄ直すこととしており、その際にこれら
を反映させた維持管৶負担সを検討することとしています。 

    
〔都南処৶区〕 
維持管৶負担স 
（単価）のৄ直し 
に関する事項 

今後も維持管৶費用のත減に努めるとともに、費用の積算及び入挪予
測をಖਪすることにより適ਫな維持管৶負担স単価となるよう努めていきま
す。 

資産活用による 
収入増加の取組 
について 

未ਹ用エネル崖ーとして、消化ガスがあります。しかし、既に 560kW の消化
ガス発電をষっており、未ਹ用分はఛතが大きいものとなっていることから、
そのਹ用法については今後検討することとします。 

未ਹ用地の活用について、今後検討することとします。 
その他の取組 特記事項なし 

 
   〔挮ਨ処৶区〕 

維持管৶負担স 
（単価）のৄ直し 
に関する事項 

今後も維持管৶費用のත減に努めるとともに、費用の積算及び入挪予
測をಖਪすることにより適ਫな維持管৶負担স単価となるよう努めていきま
す。 

資産活用による 
収入増加の取組 
について 

消化ガスの有効ਹ用とആ化対策、維持管৶費の軽減を図るため、ড়設
ড়営型の消化ガス発電事業に取り組んでいます。平成 27 ফ২に基本協定を
締結、平成 28 ফ২に契約をし、平成 29 ফ২に発電を開始する予定です。 

未ਹ用地の活用について、今後検討することとします。 
その他の取組 特記事項なし 

 
   〔掜処৶区〕 

維持管৶負担স 
（単価）のৄ直し 
に関する事項 

今後も維持管৶費用のත減に努めるとともに、費用の積算及び入挪予
測をಖਪすることにより適ਫな維持管৶負担স単価となるよう努めていきま
す。 

資産活用による 
収入増加の取組 
について 

未ਹ用エネル崖ーとして、消化ガスがあります。しかし、発電可能規模が৵さ
いことから、PFI 等による事業化は困難と考えています。したがって、自家消費
型の発電事業について、機器の発電効૨の改ఒ等の状況を౷まえて検討す
ることとします。 



未ਹ用地の活用について、今後検討することとします。 

その他の取組 特記事項なし 
 
   〔一関処৶区〕 

維持管৶負担স 
（単価）のৄ直し 
に関する事項 

今後も維持管৶費用のත減に努めるとともに、費用の積算及び入挪予
測をಖਪすることにより適ਫな維持管৶負担স単価となるよう努めていきま
す。 

資産活用による 
収入増加の取組 
について 

未ਹ用エネル崖ーとして、消化ガスがあります。しかし、発電可能規模が৵さ
いことから、PFI 等による事業化は困難と考えています。したがって、自家消費
型の発電事業について、機器の発電効૨の改ఒ等の状況を౷まえて検討す
ることとします。 

未ਹ用地の活用について、今後検討することとします。 
その他の取組 特記事項なし 

 
  ウ 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

ড়間活ৡの活用に 
関する事項 
（包括的ড়間委託
等のড়間委託、
定 管 ৶ 者  ২ 、
PPP/PFI など） 

一関処৶区以外の処৶区について、今後の検証及び検討結果により包括
的ড়間委託の実施の可能性がありますが、それらは本収支計画では考慮して
いません。 

職員給与費に関する 
事項 

包括外部監ਪにおいて、域下水道事業に関わる事務に、一般会計によ
る給与職員が携わっていることについてਔৄを受けましたが、この事務に要する
給与については本収支計画に反映していません。 

職員給与の一般会計と域下水道会計との仕分けは、今後整৶すること
としています。 

ৡ費に関する事項 
ৡ費の拯減につながるよう、効૨的な運ૡ管৶と施設のエネル崖ー化

に努めていきます。 

薬品費に関する事項 
適ਫな運ૡ管৶に努めるとともに、择水の水質基準を保つよう適જに対

応してষきます。 

修繕費に関する事項 
শํ挻化計画に基峏く改ണ・ಌ新時期等を勘案し適時適જに対応すると

ともに、運ૡ管৶に支揃が生じるような緊急修繕については速やかに対処して
ষきます。 

委託費に関する事項 
施設設備の保守については最重要機器等については点検周期を定めて実

施するとともに、その他については機器等の状態をৄ掄めながら運ૡ管৶に支
揃が生じないよう適時適જにষいます。 

その他の取組 特記事項なし 
 
 



 経営ਅറの事後検証、ಌ新等に関する事項．ڰ

経営ਅറの事後検証、 
ಌ新等に関する事項 

経営ਅറは、平成 32 ফ২の公営企業会計峢の挔ষにಡせてৄ直し
をする予定です。 

施設の建設や維持管৶費用算定のもととなる入挪予測については、
関৴市町のൾল挪予測に基峏きষうこととします。 

 
 
 
 



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

【都南処理区】 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 2,105,335 2,019,369 2,259,649 2,268,365 2,280,586 2,289,411 2,288,513 2,288,441 2,284,054 2,275,912 2,271,535 2,268,666

（１） (B) 1,882,759 1,790,215 2,067,517 2,072,041 2,098,443 2,111,902 2,117,406 2,125,533 2,125,533 2,125,533 2,125,533 2,125,533

ア

イ (C)

ウ 1,882,759 1,790,215 2,067,517 2,072,041 2,098,443 2,111,902 2,117,406 2,125,533 2,125,533 2,125,533 2,125,533 2,125,533

（２） 222,576 229,154 192,132 196,324 182,143 177,509 171,107 162,908 158,521 150,379 146,002 143,133

ア 147,434 153,268 113,715 119,842 105,661 101,027 94,625 86,426 82,039 73,897 69,520 66,651

イ 75,142 75,886 78,417 76,482 76,482 76,482 76,482 76,482 76,482 76,482 76,482 76,482

２ (D) 2,201,848 1,842,026 1,913,125 2,035,307 2,042,037 2,047,373 2,045,159 2,043,352 2,046,849 2,040,108 2,034,534 2,028,925

（１） 1,972,312 1,614,922 1,704,651 1,832,836 1,846,010 1,857,034 1,861,742 1,868,693 1,878,910 1,878,785 1,879,309 1,879,641

ア 82,774 91,050 96,517 90,113 90,113 90,113 90,113 90,113 90,113 90,113 90,113 90,113

イ 1,889,538 1,523,872 1,608,134 1,742,723 1,755,897 1,766,921 1,771,629 1,778,580 1,788,797 1,788,672 1,789,196 1,789,528

（２） 229,536 227,104 208,474 202,471 196,027 190,339 183,417 174,659 167,939 161,323 155,225 149,284

ア 197,213 191,365 182,778 176,610 170,166 164,478 157,556 148,798 142,078 135,462 129,364 123,423

27

イ 32,323 35,739 25,696 25,861 25,861 25,861 25,861 25,861 25,861 25,861 25,861 25,861

３ (E) △ 96,513 177,343 346,524 233,058 238,549 242,038 243,354 245,089 237,205 235,804 237,001 239,741

1 (F) 1,583,606 1,738,913 1,946,788 2,256,503 2,503,195 1,839,114 957,450 1,903,583 1,910,285 1,912,253 1,921,958 1,928,631

（１） 301,565 368,186 376,323 392,600 451,700 322,500 156,000 335,100 335,100 335,100 335,100 335,100

（２） 233,602 266,445 255,543 272,527 285,069 284,838 285,324 279,507 286,209 288,177 297,882 304,555

（３）

（４）

（５） 761,693 801,937 981,298 1,194,200 1,310,300 905,000 355,700 949,400 949,400 949,400 949,400 949,400

（６） 282,470 298,069 329,348 392,900 451,850 322,500 156,150 335,300 335,300 335,300 335,300 335,300

（７） 4,276 4,276 4,276 4,276 4,276 4,276 4,276 4,276 4,276 4,276 4,276 4,276

２ (G) 1,695,014 1,873,065 2,177,734 2,489,561 2,741,744 2,081,152 1,200,804 2,148,672 2,147,490 2,148,057 2,158,959 2,168,372

（１） 1,240,969 1,392,805 1,687,951 1,980,000 2,214,000 1,550,000 668,000 1,620,000 1,620,000 1,620,000 1,620,000 1,620,000

26,964 20,677 31,532 26,391 26,391 26,391 26,391 26,391 26,391 26,391 26,391 26,391

（２） (H) 454,045 480,260 489,783 509,561 527,744 531,152 532,804 528,672 527,490 528,057 538,959 548,372

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 111,408 △ 134,152 △ 230,946 △ 233,058 △ 238,549 △ 242,038 △ 243,354 △ 245,089 △ 237,205 △ 235,804 △ 237,001 △ 239,741

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

【都南処理区】 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

37年度本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度

(J) △ 207,921 43,191 115,578

(K)

(L) 650,553 442,632 485,823 601,401 601,401 601,401 601,401 601,401 601,401 601,401 601,401 601,401

(M)

(N) 442,632 485,823 601,401 601,401 601,401 601,401 601,401 601,401 601,401 601,401 601,401 601,401

(O) 175,400 194,911 194,911 194,911 194,911 194,911 194,911 194,911 194,911 194,911 194,911 194,911

(P) 267,232 290,912 406,490 406,490 406,490 406,490 406,490 406,490 406,490 406,490 406,490 406,490

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 1,882,759 1,790,215 2,067,517 2,072,041 2,098,443 2,111,902 2,117,406 2,125,533 2,125,533 2,125,533 2,125,533 2,125,533

（T)

(U)

(V) 1,929,258 1,882,759 1,790,215 2,067,517 2,072,041 2,098,443 2,111,902 2,117,406 2,125,533 2,125,533 2,125,533 2,125,533

(W)

(X) 10,191,543 10,082,925 9,975,715 9,858,754 9,782,710 9,574,058 9,197,254 9,003,682 8,811,292 8,618,335 8,414,476 8,201,204

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

147,434 153,268 113,715 119,842 105,661 101,027 94,625 86,426 82,039 73,897 69,520 66,651

122,534 123,821 113,506 110,427 105,661 101,027 94,625 86,426 82,039 73,897 69,520 66,651

24,900 29,447 209 9,415

233,602 266,445 255,543 272,527 285,069 284,838 285,324 279,507 286,209 288,177 297,882 304,555

232,384 265,821 254,561 272,227 284,919 284,838 285,174 279,307 286,009 287,977 297,682 304,355

1,218 624 982 300 150 150 200 200 200 200 200
381,036 419,713 369,258 392,369 390,730 385,865 379,949 365,933 368,248 362,074 367,402 371,206

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

88% 88%

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

94% 89% 89% 89% 89% 89%収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 79% 87%

赤 字 比 率 （ ×100 ）

89% 89%

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

【花北処理区】 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 976,403 1,013,984 1,009,445 1,059,545 1,091,604 1,106,434 1,122,828 1,123,544 1,122,387 1,120,608 1,120,976 1,121,020

（１） (B) 939,137 968,198 970,910 1,026,990 1,058,389 1,077,182 1,096,368 1,096,368 1,096,368 1,096,368 1,096,368 1,096,368

ア

イ (C)

ウ 939,137 968,198 970,910 1,026,990 1,058,389 1,077,182 1,096,368 1,096,368 1,096,368 1,096,368 1,096,368 1,096,368

（２） 37,266 45,786 38,535 32,555 33,215 29,252 26,460 27,176 26,019 24,240 24,608 24,652

ア 25,801 40,202 24,015 22,032 22,692 18,729 15,937 16,653 15,496 13,717 14,085 14,129

イ 11,465 5,584 14,520 10,523 10,523 10,523 10,523 10,523 10,523 10,523 10,523 10,523

２ (D) 857,436 933,674 769,726 888,336 949,663 961,028 974,414 984,583 990,375 991,897 998,941 998,005

（１） 758,191 839,782 683,373 809,912 876,366 891,957 907,874 920,343 929,243 933,718 943,098 943,781

ア 57,736 50,844 33,433 47,338 47,338 47,338 47,338 47,338 47,338 47,338 47,338 47,338

イ 700,455 788,938 649,940 762,574 829,028 844,619 860,536 873,005 881,905 886,380 895,760 896,443

（２） 99,245 93,892 86,353 78,424 73,297 69,071 66,540 64,240 61,132 58,179 55,843 54,224

ア 83,980 78,281 71,771 66,201 61,074 56,848 54,317 52,017 48,909 45,956 43,620 42,001

27

イ 15,265 15,611 14,582 12,223 12,223 12,223 12,223 12,223 12,223 12,223 12,223 12,223

３ (E) 118,967 80,310 239,719 171,209 141,941 145,406 148,414 138,961 132,012 128,711 122,035 123,015

1 (F) 614,884 819,856 724,806 677,463 692,785 1,377,706 1,333,162 943,960 932,556 927,890 916,467 918,468

（１） 119,128 107,274 129,279 114,400 125,200 226,600 232,200 164,000 164,000 164,000 164,000 164,000

（２） 115,868 145,938 137,607 92,563 100,835 87,756 68,462 80,060 68,656 63,990 52,567 54,568

（３）

（４）

（５） 255,367 512,780 344,780 356,000 341,500 836,700 800,000 535,800 535,800 535,800 535,800 535,800

（６） 124,521 53,864 113,140 114,500 125,250 226,650 232,500 164,100 164,100 164,100 164,100 164,100

（７）

２ (G) 729,087 1,136,978 884,691 848,672 834,726 1,523,112 1,481,576 1,082,921 1,064,568 1,056,601 1,038,502 1,041,483

（１） 409,293 829,552 587,537 585,000 592,000 1,290,000 1,265,000 864,000 864,000 864,000 864,000 864,000

11,887 9,115 10,834 10,612 10,612 10,612 10,612 10,612 10,612 10,612 10,612 10,612

（２） (H) 319,794 307,426 297,154 263,672 242,726 233,112 216,576 218,921 200,568 192,601 174,502 177,483

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 114,203 △ 317,122 △ 159,885 △ 171,209 △ 141,941 △ 145,406 △ 148,414 △ 138,961 △ 132,012 △ 128,711 △ 122,035 △ 123,015

37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

【花北処理区】 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

37年度本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度

(J) 4,764 △ 236,812 79,834

(K)

(L) 321,994 326,758 89,946 169,780 169,780 169,780 169,780 169,780 169,780 169,780 169,780 169,780

(M)

(N) 326,758 89,946 169,780 169,780 169,780 169,780 169,780 169,780 169,780 169,780 169,780 169,780

(O) 104,445 7,512 7,512 7,512 7,512 7,512 7,512 7,512 7,512 7,512 7,512 7,512

(P) 222,313 82,434 162,268 162,268 162,268 162,268 162,268 162,268 162,268 162,268 162,268 162,268

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 939,137 968,198 970,910 1,026,990 1,058,389 1,077,182 1,096,368 1,096,368 1,096,368 1,096,368 1,096,368 1,096,368

（T)

(U)

(V) 937,648 939,137 968,198 970,910 1,026,990 1,058,389 1,077,182 1,096,368 1,096,368 1,096,368 1,096,368 1,096,368

(W)

(X) 3,774,527 3,575,297 3,413,672 3,264,400 3,146,874 3,140,362 3,155,986 3,101,065 3,064,497 3,035,896 3,025,394 3,011,911

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

25,801 40,202 24,015 22,032 22,692 18,729 15,937 16,653 15,496 13,717 14,085 14,129

13,860 26,358 23,806 17,582 22,692 18,729 15,937 16,653 15,496 13,717 14,085 14,129

11,941 13,844 209 4,450

115,868 145,938 137,607 92,563 100,835 87,756 68,462 80,060 68,656 63,990 52,567 54,568

115,681 145,865 137,269 92,463 100,785 87,706 68,162 79,960 68,556 63,890 52,467 54,468

187 73 338 100 50 50 300 100 100 100 100 100
141,669 186,140 161,622 114,595 123,527 106,485 84,399 96,713 84,152 77,707 66,652 68,697

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 83% 82%

赤 字 比 率 （ ×100 ）

94% 95% 96% 95%

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

95% 92% 92% 93% 94% 93%

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

36年度 37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

33年度 34年度 35年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

【胆江処理区】 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 629,492 635,251 635,250 667,043 669,499 674,274 706,469 712,234 717,742 717,548 717,327 717,131

（１） (B) 591,391 598,687 599,804 638,273 647,882 656,336 693,004 701,909 710,767 710,767 710,767 710,767

ア

イ (C)

ウ 591,391 598,687 599,804 638,273 647,882 656,336 693,004 701,909 710,767 710,767 710,767 710,767

（２） 38,101 36,564 35,446 28,770 21,617 17,938 13,465 10,325 6,975 6,781 6,560 6,364

ア 36,984 35,836 24,167 24,395 17,242 13,563 9,090 5,950 2,600 2,406 2,185 1,989

イ 1,117 728 11,279 4,375 4,375 4,375 4,375 4,375 4,375 4,375 4,375 4,375

２ (D) 604,015 610,913 554,053 576,257 576,363 579,304 604,897 609,018 613,109 611,348 612,909 610,821

（１） 534,394 544,701 490,586 520,971 525,899 532,809 561,503 568,764 575,988 576,805 579,899 579,161

ア 25,268 21,259 22,388 22,972 22,972 22,972 22,972 22,972 22,972 22,972 22,972 22,972

イ 509,126 523,442 468,198 497,999 502,927 509,837 538,531 545,792 553,016 553,833 556,927 556,189

（２） 69,621 66,212 63,467 55,286 50,464 46,495 43,394 40,254 37,121 34,543 33,010 31,660

ア 59,286 55,722 51,668 47,249 42,427 38,458 35,357 32,217 29,084 26,506 24,973 23,623

27

イ 10,335 10,490 11,799 8,037 8,037 8,037 8,037 8,037 8,037 8,037 8,037 8,037

３ (E) 25,477 24,338 81,197 90,786 93,136 94,970 101,572 103,216 104,633 106,200 104,418 106,310

1 (F) 607,922 518,295 240,383 181,426 546,558 811,366 650,116 428,529 403,653 373,662 371,638 374,382

（１） 81,871 126,480 27,405 16,000 79,100 137,900 111,800 73,900 73,900 73,900 73,900 73,900

（２） 121,898 128,612 133,892 117,426 138,608 126,416 106,216 67,529 42,653 12,662 10,638 13,382

（３）

（４）

（５） 288,283 176,048 54,616 32,000 249,700 409,100 320,200 213,200 213,200 213,200 213,200 213,200

（６） 115,870 87,155 24,470 16,000 79,150 137,950 111,900 73,900 73,900 73,900 73,900 73,900

（７）

２ (G) 749,657 585,686 332,713 299,257 639,694 906,336 751,688 531,745 508,286 479,862 476,056 480,692

（１） 539,898 366,535 106,558 64,000 408,000 685,000 544,000 361,000 361,000 361,000 361,000 361,000

11,568 8,870 1,974 7,471 7,471 7,471 7,471 7,471 7,471 7,471 7,471 7,471

（２） (H) 209,759 219,151 226,155 235,257 231,694 221,336 207,688 170,745 147,286 118,862 115,056 119,692

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 141,735 △ 67,391 △ 92,330 △ 117,831 △ 93,136 △ 94,970 △ 101,572 △ 103,216 △ 104,633 △ 106,200 △ 104,418 △ 106,310

37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

【胆江処理区】 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

37年度本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度

(J) △ 116,258 △ 43,053 △ 11,133 △ 27,045

(K)

(L) 306,110 189,852 146,799 135,666 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621

(M)

(N) 189,852 146,799 135,666 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621

(O) 966

(P) 188,886 146,799 135,666 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621 108,621

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 591,391 598,687 599,804 638,273 647,882 656,336 693,004 701,909 710,767 710,767 710,767 710,767

（T)

(U)

(V) 586,355 591,391 598,687 599,804 638,273 647,882 656,336 693,004 701,909 710,767 710,767 710,767

(W)

(X) 2,749,679 2,657,407 2,464,907 2,245,650 2,093,056 2,009,620 1,913,732 1,816,887 1,743,501 1,698,539 1,657,383 1,611,591

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

36,984 35,836 24,167 24,395 17,242 13,563 9,090 5,950 2,600 2,406 2,185 1,989

29,033 26,587 23,958 21,469 17,242 13,563 9,090 5,950 2,600 2,406 2,185 1,989

7,951 9,249 209 2,926

121,898 128,612 133,892 117,426 138,608 126,416 106,216 67,529 42,653 12,662 10,638 13,382

121,694 128,499 133,825 117,426 138,558 126,366 106,116 67,529 42,653 12,662 10,638 13,382

204 113 67 50 50 100
158,882 164,448 158,059 141,821 155,850 139,979 115,306 73,479 45,253 15,068 12,823 15,371

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 77% 77%

赤 字 比 率 （ ×100 ）

94% 98% 99% 98%

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

81% 82% 83% 84% 87% 91%

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

36年度 37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

33年度 34年度 35年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

【一関処理区】 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 472,410 480,079 484,827 522,390 511,895 524,325 538,157 543,539 543,571 543,669 543,912 544,280

（１） (B) 400,147 393,790 415,226 451,934 464,858 478,050 491,666 491,666 491,666 491,666 491,666 491,666

ア

イ (C)

ウ 400,147 393,790 415,226 451,934 464,858 478,050 491,666 491,666 491,666 491,666 491,666 491,666

（２） 72,263 86,289 69,601 70,456 47,037 46,275 46,491 51,873 51,905 52,003 52,246 52,614

ア 34,405 34,084 25,773 25,826 2,407 1,645 1,861 7,243 7,275 7,373 7,616 7,984

イ 37,858 52,205 43,828 44,630 44,630 44,630 44,630 44,630 44,630 44,630 44,630 44,630

２ (D) 460,461 569,735 506,402 522,390 440,693 450,624 462,143 487,401 489,225 490,891 491,236 490,195

（１） 424,446 534,958 470,462 492,930 413,318 423,943 434,910 460,157 462,479 464,583 465,156 464,242

ア 16,128 14,557 18,599 16,428 16,428 16,428 16,428 16,428 16,428 16,428 16,428 16,428

イ 408,318 520,401 451,863 476,502 396,890 407,515 418,482 443,729 446,051 448,155 448,728 447,814

（２） 36,015 34,777 35,940 29,460 27,375 26,681 27,233 27,244 26,746 26,308 26,080 25,953

ア 28,819 27,613 25,592 23,745 21,660 20,966 21,518 21,529 21,031 20,593 20,365 20,238

26

イ 7,196 7,164 10,348 5,715 5,715 5,715 5,715 5,715 5,715 5,715 5,715 5,715

３ (E) 11,949 △ 89,656 △ 21,575 71,202 73,701 76,014 56,138 54,346 52,778 52,676 54,085

1 (F) 414,004 529,625 278,874 206,557 672,797 1,103,644 862,761 605,813 602,870 600,022 600,869 604,061

（１） 83,436 70,760 46,993 27,000 124,000 214,000 161,000 114,000 114,000 114,000 114,000 114,000

（２） 92,024 91,809 93,657 97,057 18,947 12,294 7,111 26,513 23,570 20,722 21,569 24,761

（３）

（４）

（５） 178,881 313,762 96,816 55,000 405,700 662,700 532,700 350,600 350,600 350,600 350,600 350,600

（６） 59,663 53,294 41,408 27,500 124,150 214,650 161,950 114,700 114,700 114,700 114,700 114,700

（７）

２ (G) 459,789 579,729 278,874 206,557 743,999 1,177,345 938,775 661,951 657,216 652,800 653,545 658,146

（１） 368,391 488,263 185,663 110,000 654,000 1,092,000 856,600 580,000 580,000 580,000 580,000 580,000

5,762 4,418 3,965 4,715 4,715 4,715 4,715 4,715 4,715 4,715 4,715 4,715

（２） (H) 91,398 91,466 93,211 96,557 89,999 85,345 82,175 81,951 77,216 72,800 73,545 78,146

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 45,785 △ 50,104 △ 71,202 △ 73,701 △ 76,014 △ 56,138 △ 54,346 △ 52,778 △ 52,676 △ 54,085

37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

【一関処理区】 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

37年度本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度

(J) △ 33,836 △ 139,760 △ 21,575

(K)

(L) 253,871 220,035 80,275 58,700 58,700 58,700 58,700 58,700 58,700 58,700 58,700 58,700

(M)

(N) 220,035 80,275 58,700 58,700 58,700 58,700 58,700 58,700 58,700 58,700 58,700 58,700

(O) 37,798 7,555 7,555 7,555 7,555 7,555 7,555 7,555 7,555 7,555 7,555 7,555

(P) 182,237 72,720 51,145 51,145 51,145 51,145 51,145 51,145 51,145 51,145 51,145 51,145

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 400,147 393,790 415,226 451,934 464,858 478,050 491,666 491,666 491,666 491,666 491,666 491,666

（T)

(U)

(V) 394,948 400,147 393,790 415,226 451,934 464,858 478,050 491,666 491,666 491,666 491,666 491,666

(W)

(X) 1,354,334 1,333,851 1,293,883 1,224,326 1,258,327 1,386,982 1,465,807 1,497,856 1,534,640 1,575,840 1,616,295 1,652,149

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

34,405 34,084 25,773 25,826 2,407 1,645 1,861 7,243 7,275 7,373 7,616 7,984

28,819 27,613 25,566 23,745 2,407 1,645 1,861 7,243 7,275 7,373 7,616 7,984

5,586 6,471 207 2,081

92,024 91,809 93,657 97,057 18,947 12,294 7,111 26,513 23,570 20,722 21,569 24,761

91,398 91,466 93,211 96,557 18,797 11,644 6,161 25,813 22,870 20,022 20,869 24,061

626 343 446 500 150 650 950 700 700 700 700 700
126,429 125,893 119,430 122,883 21,354 13,939 8,972 33,756 30,845 28,095 29,185 32,745

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 86% 73%

赤 字 比 率 （ ×100 ）

96% 96% 96% 96%

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

81% 84% 96% 98% 99% 95%

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

36年度 37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

33年度 34年度 35年度


